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　There have been various concerns of the enactment of Teacher Development Indicators in 
response to the 2015 report by the Central Council for Education, as well as the introduction 
of the Core Curriculum for Teaching caused by the renewal application for accreditation 
of the teacher training due to the Revision of the Education Personnel Certification Law in 
2016. The heart of those discussions is the idea of post-war teacher education based on the 
principle of openness in teacher training. Many of the arguments are plausible if based on 
this framework. Today, however, this is being challenged by the importance of deepening the 
formation of the teaching profession. We need to question such frameworks and to reconstruct 
them in accordance with their principles. For this reason, it is important to position teaching 
education. For this purpose, we will look back at the discussions at the time of the enactment 
of the Education Personnel Certification Law in 1949 and clarify the position of teacher 
education and its problems from the inside at that time. In addition, we made some reflections 
on the contribution to the reform of new teacher education for the future professional 
development of teaching. As one example, we describe a case study of teacher education at 
the Faculty of Human Development, Minami Kyushu University, which was modeled on the 
reform of teacher education at the University of Fukui.

Key words: Education Personnel Certification Law, post-war teacher training, teacher 
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はじめに

　中央教育審議会は 2015年12月に「これからの学校教育
を担う教員の資質能力の向上について～学び合い高め
合う教員育成コミュニティの構築に向けて～」という答
申を出した．そこでは「新たな知識や技術の活用により
社会の進歩や変化のスピードが速まる中，教員の資質
能力の向上は我が国の重要課題であり，世界の潮流で

*連絡著者：E-mail: chou@nankyudai.ac.jp

ある」と述べ，教職員の生涯にわたる職能の成長を支え
る「教員育成指標」を都道府県教育員会と教員養成を行
う大学が連携して設定するように答申し，教育公務員
特例法の一部も改正した．このことを巡ってはさまざ
まな指摘がなされている．例えば，「自主的，自律的に
教員養成改革に取り組んでいる大学の取り組みが阻害
される」1)こと「『国家による教師の資質管理』システムの
構築をめざすもの」2)であると批判がある．
　また，2017年に出された「教職課程コアカリキュラム」
についても同様の多くの指摘がなされている．例えば，
牛渡は，教職課程コアカリキュラムの導入により，全
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国共通の部分や内容的・人的制約が強くなり，小規模大
学を含む多くの一般大学が担っている「開放制による教
員養成」の存続が難しくなる恐れもあることを指摘して
いる3)． 
　教員の資質能力の向上については，確かに中教審の
述べる社会の進歩や変化への今日的対応ということも
あるが，もともと日本の教員養成制度そのものが内包
する深い問題がある．ここでは，「教員育成指標」や「教
職課程コアカリキュラム」の内容についての議論は行わ
ず，このような議論が出てくる背景について検討する．  
　本研究では，まず日本の教員養成制度が内包する問
題を戦後直後の教員養成の制度に関する経緯から考察
する．その上で，上に述べた牛渡の懸念に対して，大
学の主体性を生かしながら，小さな学部ができる教員
養成の質的保証と教員の資質能力の向上について，南
九州大学人間発達学部の事例について述べる．  

第１章　戦後の教員養成と�
教職教養の位置づけ

　戦後日本における教員養成制度は，周知のように，
「大学における教員養成」と「免許状授与の開放制」とい
う 2大原則のもとで行われてきた．日本の教員養成は
免許状主義とも言われるが，それは教育職員免許法に

より授与される各相当の免許状を有する者であれば教
員になる資格があるからである（教育職員免許法第 3条
第 1項）．また，開放制と呼ばれるのは，教育職員免許
法に基づき教員養成系大学以外に課程認定を受けた一
般大学であれば教員免許状（以下，免許状と略称する）
が取れるからである．つまり，日本の大学における教
員養成制度で重要な役割を果たしているのがこの教育
職員免許法である．
　ここでは， 小学校教諭の免許状の取得の条件の変遷と
その背景を概観する．その後に戦後直後における日本
の教員養成制度のスタートとなる1949年『教育職員免許
法』（以下，免許法と略称する）について考察する． 

1．免許法の変遷
　2021年現在教科及び教職に関しては，表1に示されて
いる単位の取得が基礎条件となっている． 
　「教科及び教職に関する科目」は 1つの領域として位
置づけられ，そこに示された単位の修得が基本条件と
なっている．さらに，その具体的な内容からみると，
教科専門にかかわる科目は「教科に関する専門的事項」
のみである．その単位数は「各教科の指導法」と合わせ，
一種免許状と専修免許状は30単位，二種免許状は16単
位となっている．それ以外に，「教育の基礎的理解に関
する科目」，「道徳，総合的な学習の時間等の指導法及
び生徒指導，教育相談等に関する科目」，「教育実践に
関する科目」，「大学が独自に設定する科目」の単位と

表1．小学校教員免許状の取得ための科目とその最低取得単位数
教科及び教職に関する
科目

左項の各科目に含めることが必要な事項 専
修
免
許
状

一
種
免
許
状

二
種
免
許
状

教科及び教科の指導法
に関する科目

教科に関する専門的事項 三
〇

三
〇

一
六各教科の指導法（情報機器及び教材の活用を含む）

教育の基礎的理解に関
する科目

教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想

一
〇

一
〇 六

教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム学校運営への対応を含む）
教育に関する社会的，制度的又は経営的事項（学校と地域との連携及び学
校安全への対応を含む）
幼児，児童及び生徒の心身の発達及び学習の過程
特別の支援を必要とする幼児，児童及び生徒に対する理解
教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マネジメントを含む）

道徳，総合的な学習の
時間等の指導法及び生
徒指導，教育相談等に
関する科目

道徳の理論及び指導法

一
〇

一
〇 六

総合的な学習の時間の指導法
特別活動の指導法
教育の方法及び技術（情報機器及び教材の活用を含む）の理論及び方法
生徒指導の理論及び方法
教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を含む）の理論及び方法
進路指導及びキャリア教育の理論及び方法

教育実践に関する科目 教育実習 五 五 五
教職実践演習 二 二 二

大学が独自に設定する
科目

二
六 二 二

（『教育職員免許法施行規則』より，筆者作成）
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なっている．教科専門科目の単位数の減少及び教職専
門科目との合併は2019年の改定から現在までに施行さ
れている免許法の特徴である．今日では，小学校の教
員養成の大きな方向性をみると，教職専門に傾斜し教
科専門が次第に軽減されている．
　さて，この免許法の歴史をさかのぼると，1949年に
公布された教育職員免許法及び実施法が起点となって
いる．
　1949年の法案は，「民主的立法」「専門職制の確立」「学
校教育の尊重」「免許の開放制と合理性」「現職教育の尊
重」という 5つの面から制定されたとされている．法案
が成立されてから今日まで数次の改正が行われている
が，その基本的な精神は変更されていない．
　1949年に制定された免許法をみると，教育職員免許
状の種類を「普通免許状」「仮免許状」「臨時免許状」と
し，「普通免許状」は一級と二級に分かれており，原則
として普通免許状は大学での免許基準に定める所定
の単位を修得することを授与の要件とした．ただし，
1949年免許法の時点では取得方法は多彩であって，大
学に進むという基本的な方法以外に，教育職員検定に
よる方法なども存在していた．
　ここでは，大学に進むという方法について述べる．
　小学校教諭の一級普通免許状を取得するには，大学
を卒業して学士の称号を有さなければならないこと，
加えて免許法の基準として「一般教養科目」（日本国憲法
を含む），「教科に関する専門科目」，「教職に関する専
門科目」のそれぞれで所定の単位を修得しなければなら
ないと規定されていた．単位数をみると，小学校教諭
一級普通免許状では，「一般教養科目」の最低修得条件
が36単位（日本国憲法を含む），「教科に関する専門科
目」が24単位であるのに対して，「教職に関する専門科
目」（教育実習を含む）は25単位であった．教職専門は教
科専門の単位数とほぼ同じであった（ただし，「教職に
関する専門科目」の25単位の中には教育実習の 4単位
が含まれているため，教職に関連する科目の単位数は
実質21単位となっていた）． 3領域の単位の分布をみる
と，一般教養の単位数が多かったのは「大学における教
員養成」ということから，免許法でも一般教養科目の最
低履修単位数を大学設置基準と等しく設定したからだ
と考えられる．しかも，それは「すなわち制度として教
員に必要な教養課程あるいはそうした科目が構想され
たわけでもなく，専門科目の中に一般教養が位置づけ
られたわけでもない」4)ということのようである．
　小学校教諭の免許状は教科別ではなく全教科の担任
制であるため，「教科に関する専門科目」について，小
学校全教科の国語，社会，算数，理科，音楽，図画工作，
家庭，体育のうちいずれか 3つ以上についてそれぞれ
2単位以上を修得しなければならないとなっている． 
　「教職に関する専門科目」では，教育心理学，児童心
理学（成長と発達を含む），教育原理（教育課程，教育方
法及び指導を含む），教育実習についてそれぞれ 4単位
以上合計12単位以上を必修としていた．そのほかの13
単位は，教育哲学，教育史，教育社会学，教育行政学，
教育統計学，図書館学などの各大学が自主的に準備す
る科目で履修することができるとした．「教職に関する
専門科目」の半分以上の単位が各大学に委ねられた．  
　上述のように， 3領域の履修科目内容をみると，「一

般教養」と「教科に関する専門科目」の履修科目並びに
「教職に関する科目」については12単位（教育実習の 4単
位を含む）が免許法で規定されていた． 
　一方，「教職に関する専門科目」を「教科に関する専門
科目」と同じ程度の履修を義務付けることによって，教
職専門教育の重要性が意識されたと考えられる．この
点は以下で詳しく検討するが，戦後直後の義務制の教
員養成の大きな方向性の 1つでもあったようである． 
　以下では，教職専門教育について焦点化した検討を
行う．そこで「教職教養」という新たな語を導入するの
で，その概念規定をしておく．

2．「教職教養」の概念規定
　日本では，教職の専門性の確立は「免許状主義」によっ
て体現されていることはすでに述べた．免許状授与の
基本資格として，大学の教育課程を修了し（学士号が必
要である），あわせて教職課程の単位を修得すること
を義務づけられている．大学における教員養成の教育
課程は，上に述べように「一般科目」，「教科専門科目」
のほかに「教職に関する専門科目」の 3領域から構成さ
れ，「教員に求められる『三重の教養』という考え方」5)の
もとで作成されているという．三重の教養とは，「一般
教養」，「専門教養」，「教職教養」であり，免許状要件の
3領域の科目に対応するものとして捉えるということ
である．さらに，高橋は「教職教養」という語を用いて，
「教職教養を重視していたこと」を「いかなる教職教育を
行う」ことと結びつけて従えている6)．高橋による「教職
教養」とは， 教職教育によって育成される教養・能力のこ
とのである． 
　このように「教職教養」という用語自身は広い意味合
いを持っているものの，本稿では，いま述べた先行研
究にもあるように，「教職教養」を免許法で規定された
教職科目とその科目に求められている能力の意味とし
て用いることにする．
　はじめにで述べた「教員養成指標」や「教職課程コアカ
リキュラム」は「教職教養」に関わる問題であり，もっと
深くは次に述べるような歴史的背景の延長上にある．

3．�「教職教養」に注目する理由とその歴史的背景につ
いて

　戦後の教員養成論を総括すれば，機能論と領域論の
対抗関係が横たわっていた7)．教員養成の機能論を提起
したとみなされていたのは海後宗臣である．一方，教
員養成の領域論の立場に立つ代表的な人物は横須賀薫
である．
　海後が編著している『教員養成』の中で，「本来，『教
員養成』とは，教育の特定領域を意味するというより
も，むしろその機能の一つを示す概念である」8)とし，
教員養成の機能論を提起しているとみられている．
　横須賀は，海後編『教員養成』が出版された直後に，
日本教育学会機関誌『教育学研究』掲載の論文「教員養成
教育の教育課程について―『提言』を斬る―」を通して
機能論を批判し，教員養成の領域論を提起した．「『教
える』ということは具体的な人間活動である．これが可
能であるために，なによりも訓練されていなければな
らない」9)という，教職専門性という立場からの教える
ことのトレーニングの必要性を主張した． 
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　戦後教員養成の大きな構図は，開放制主義を代表す
る機能論（注1）と，それを批判する領域論との相克であ
る．そして，この相克の中心問題は教員養成にとって
何が必要なのかという点にある．
　以上のような背景の中，2000年以後の教師教育改革
の行政・制度としては，領域論の方に向かっている傾向
がみられるものの，依然，教員養成の機能論との対立
は維持されたままのように見受けられる．その対立の
中で中心的な論点を占めたのは教職専門（教職教養）の
位置づけである．そこで，本稿では，戦後日本の教員
養成制度において，教職教養の位置づけに注目して検
討をすることにする．
　戦後，教員養成を法的に規定していたのは1949年に
公布された『教育職員免許法』である．その法案の成立
には重大な意義がある．1949年 5月に教育職員免許法
及び実施法が成立したことによって開放制教員養成制
度が始まった．その 5年後の1954年 6月に，免許法の
大幅な改正により課程認定制度が導入された．  

第2章　戦後当初の教職教養を巡る論争

1．教育刷新委員会の内部論争
　戦後1946年に，教育刷新委員会（以下，教刷委と略記
する）が発足し，教育に関する重要な事項，改革に貢献
していた．教刷委は教員養成制度，教員養成の教育内
容，現職教育の再教育などにかかわる諸論議において，
戦後日本における教員養成の基本的な構図を形成し，
重大な影響をもたらした．具体的には，「一般教養を重
視して師範タイプ（注2）を克服する」11)といった基本理
念を提起した．それ以外に，教育者の育成を主とする
学芸大学案を明確化した．
　1946年当時，教員養成をめぐる最も大きな論点は教
員養成を意図した特別な教育（教職的教養）の是非で
あった．そして，教員養成を目的とする大学の必要性
をめぐる対立の論争が収まらなかった．このような状
況は「アカデミズムとプロフェッショナリズムの対立
（注3）」として論じられることが多い．
　山田は，教刷委の中で，「アカデミシャンズとエデュ
ケーショニスト」14)の相克が存在していたと総括してい
る．「アカデミシャンズ」の立場に立っていた関口鯉吉・
天野貞祐と，「エデュケーショニスト」の立場にいた倉
橋惣三・木下一雄との対立が存在していた．
　そして，その対立の中間的位置にいたのが主査の務
台理作であった．務台は，「一般的な教養」，「文理科と
いうような学問」をもっている大学を主張し，「学問的
教養」の重要性と「教育の技術化」を両立させることの可
能性を提示した．しかし，山田は，務台の見解は必ず
しも積極的統一的観点を提供しているのではなく，「双
方の妥協案」，「折衷の労」をとった見解に傾斜した意識
を持っていたと指摘している15)．務台の“妥協”した主
張の重点は，一般教養を主とする大学になることが「実
際の需要（教員の量的確保）にも合う」ことである．「一
般教養を主とする大学」を主張し，教職的教養に関して
は，次のように述べている．「教員としての特別な教養
が要るか要らぬとかいうことはこういう委員会で決め
られるだろうか」，「人によって余程違うじゃないか」と

述べ，教職教養に対しては，回避的な態度をとってい
ることが明らかである．
　このように，務台主査の見解の内実は「一般教養」を
中心とした学芸大学案を理想とするものであった．つ
まり，アカデミシャンズに近い立場におり，エデュケー
ショニストから遠い位置にあることが伺える．
　しかし，ここで指摘しておきたいのは，教員養成を
めぐって教刷委の主張は「師範タイプを批判し，一般教
養を重視する」という方向に向かったということであ
る．しかし，一般教養の中身については論議されなかっ
た．当時において，「教刷委において『師範タイプ』を克
服するために主張された一般教養であり，これは師範
学校卒業生に広い視野が欠けているというものであっ
た」16)という．戦前の師範教育に欠けている広い視野を
持つ一般教養の内実は何を指しているのかについては
さらなる議論はなかった．さらに，一般教養のみなら
ず，論議の中で挙げられた教職教養の中身についても
論議されなかった．

2．�教育刷新委員会とGHQ民間情報局（CIE）との論争
並びにCIEの教職教養観

　第二次大戦後のアメリカの占領の下で，日本の教育
改革が断行され，統一化，専門化，継続化に向けて前
進の道が開かれた．その目標の「統一化，専門化，継続化」
はアメリカ教育の最大の特色とみられている17)．
　GHQに置かれた民間情報教育局（CIE）と戦後の教刷
委は立場を異にしていた．最大の対立点は，教職教養
に対する態度である．高橋は，CIEと文部省は，教員養
成を目的とする学校の存続・発展をめざしていたため，
教職教育重視が前提となっていたことを指摘している
18)．つまり，教職教養に対して，CIEと文部省は同じよ
うな立場であり，肯定的な態度であった．それは，教
刷委の主張と異なるもので，教職教養に関して激しく
論争していた．
　CIEは教刷委が主張した学芸大学案についても理解し
がたかった．CIEの理解していた学芸大学は，アメリカ
のティーチャーズカレッジ （注4）をモデルとして構成
されているものであり，教員養成機関である師範学校
をベースに構想されたものであった．しかし，教刷委
の学芸大学の構想は，リベラルアーツ（一般教養）を主
とするもので，教員養成（教員養成に関する科目構成）
はあくまで妥協的な部分として位置づけられていたの
である．
　このような対立において，文部省の方針は，新しい
性格のものにしたいという気持ちがあり，両者を調和
していくような姿勢であった．それに対してCIEは，良
い教師になるためには「一般的な人間的な教養が必要で
あると同時に，専門の学科についての相当の学力が必
要である」こと，また被教育者に対する応用に関する「科
学的技術的な面」の重要性が十分に検討されていないこ
とを指摘した．
　また，CIEにとっては，学芸大学という名称は字義通
り翻訳すればリベラルアーツ・ユニバーシティを意味し
ており，師範型教育を意味しているものの，そこから
連想されるものや継続的なものを拒否しているものと
見えた．CIEは，戦時中の国家主義が果たした役割への
批判として教刷委の意図には同意したが，師範教育か
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ら離れた学芸大学になれば，教員養成における専門的
な要素が犠牲になることを批判した．学芸大学となる
ことによって，師範教育の専門化理念が喪失されてい
く恐れがあるという主張であった．

3．CIEの教職教養観
　前述のように，教刷委のいう一般教養や教職教養に
ついては具体的な論議がなされなかったため，CIEに
とっては中身が理解しがたかった．
　それでは，CIEの考える一般教養や教職教養の具体
的内容とは何を目指していたのだろうか．この点につ
いては，CIE の発案・企画で1948年から1952年に 8期
にわたって開催されたIFEL（the Institute For Educational 
Leadership：教育指導者講習）を通して，それを明らかに
することができる．
　IFELの講義記録から，一般教養や学問ではなく，教
職専門教養こそが教師にとって重要だということが強
調されていたことがわかる．この重要視されていない
一般教養について，山崎はIFELの講義記録を分析する
ことで検討している19)．一般教養の各系列に関する講義
は，「一般教養としての自然科学－地学教育について」
（小林貞一 東大教授），「一般教（養）としての人文科学－
文学と教養」（斎藤勇 東大教授），「一般教養としての社
会科学－社会科学」（大河内一男 東大教授）という．こう
した講義記録を見る限りは，CIEは「教員養成との関係
を明確にしておらず，純粋な教養論であった」と指摘し
ている19)．
　IFELを実施したCIEの大きな目的の 1つは，アメリカ
教育学を日本に導入させることにあった．教職教養の
ほとんどはアメリカの教育学であった20)．そのアメリカ
教育学の特色は，教育理論と実践との関連性が強調さ
れている「実際的教育学」であった．アメリカの「実際的
教育学」とは，効果的な個人指導とグループ指導の技術
を観察し，実践することによって，参加者自身の教授
方法を改善すること，あるいは，学校の実状への実際
的な適用を通じて，参加者の理論と実践を統合するこ
とであった．それは，戦前の抽象的観念的な科学とし
ての教育学と異なり，実証科学としての教育学であっ
たと指摘している21)．
　教職教養を重視すべきというCIEの主張は，教育理論
と実践性を強調していた．一方，教刷委は「旧師範教育
を批判する」という立場から， 国家主義を生み出した戦
前の旧師範教育への批判があり，教師の能力形成にお
ける過度の反復の実践・実習も対象となっていた．この
ように，実践性を重視したアメリカと実践的な旧師範
教育の問題を克服しようする教刷委の間には教職教養
に関しての見解の対立があった．
　ただ， 向山によれば，教育職員免許法案の作成過程に
おいて，教刷委は直接には関与していないという22)．ま
た，千々布は，免許法案作成にあたっては，当時の担
当課である師範教育課の視点が必要であったことを指
摘している23)．

4．文部省師範教育課長玖村敏雄の役割と教職観
　法案制定時に文部省師範教育課長を務めていたのは， 
玖村敏雄である．
　山田は，玖村が「戦後の教員養成制度，教員資格制度

の確立の実務的な推進の中心にあった」15)として，高く
評価している．玖村は「刷新委員会やCIEの意図を体現
する忠実な官僚であった」という．しかし，三者の関係
性について，千々布は，「師範教育課にとって教育刷新
委員会の位置づけはCIEより低いもの」23)だったと指摘
している．ほかには，三好も教刷委とCIEの対立の中で，
玖村がアメリカをモデルにすることを明確にしていた
ことを指摘している17)．つまり，玖村が代表している師
範教育課の立場は，教職教養のみならず，教員養成政
策全体に対して，CIEに寄っていたというのである．
　玖村は同課の課長として『教育職員免許法同法施行法
解説』の編著者も務めている．玖村は教育学の研究者で
あり，文部省の官僚であった．研究者としてはペスタ
ロッチ研究や吉田松陰の研究で知られている．官僚と
しては，文部行政に教員養成の面で「比類なき，また不
滅の貢献」24)をなしたと評されている．その功績でとく
に注目されているのが戦後の教員養成制度の改革であ
り，教育職員免許法制を確立したことだという．
　先行研究によれば，玖村の教員養成観は「教育刷新委
員会，CIE双方の教員養成構想を受けながら，一方で彼
独自の教員養成構想をあたためていた」という25)．先行
研究では，玖村の教職教養重視論がすでに明示されて
いる15,25)．玖村は，教師に独自の専門的知識の獲得が必
要であるとする．この見解については，千々布が，当
時の社会的背景として教員の需給問題がからんでいた
ことを指摘している23)．このような指摘を踏まえると，
玖村は教職教養を，専門職として独自に必要なもので
ある同時に，教員需給の戦略的手段としても捉えてい
たことが分かる．
　1950年，玖村は『文部時報』に「現職教育をめざすもの」
という文章を発表した26)．そこで，玖村は戦前の「準備
なくして教壇に立つこと」や「教育を練習すること」を批
判し，「専門職としての準備」の教職教養を民主主義時
代にとって不可欠なものとして捉えていた．また，「教
育に関する学問」は進歩しているゆえに，教育者の勉強
も進み続けるはずという生涯学習の観点を提起してい
る．ここでの「教育に関する学問」について，玖村は『教
育職員免許法同法施行法解説（法律編）』25)で以下のよう
に述べている．

　 　人間が稀にかかることのある病気という異状現象
を治療し，またその予防を教えるために医学が存在
し，そのためにはたらく専門職としての医師がこの
医学を修めなければならないように，教育という仕
事のために教育に関係ある学問が十分に発達し，こ
の学問的基礎に立つて人間の育成という重要な仕事
にたずさわる専門職がなければならない．（p.12）

　玖村は，教師を医師に喩え，教師という仕事が専門
職であることを示した．また，専門職とする医師には「医
学」が必要なように，専門職としての教師には「教育に
関係ある学問」，すなわち教育学と教職教養の必要性を
提起した．つまり，「教育に関する学問」は教育の技術
ではなく，教育学と教職教養のことを指している．
　しかし，玖村の「教育に関する学問」は教育の技術を
抜きにした見解であったため，すでに述べてきた教育
理論と実践性を強調するCIEの教職教養観と異なってい
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る．つまり，玖村はCIEと同様に教職教養を重要視して
いたものの，教職教養の中身については，CIEとの間に
齟齬があった．

小括

本稿で明らかになったこと
　本稿は，戦後の教員養成制度をめぐる三者関係（教刷
委，CIE，文部省）の中で，教職教養に対する見解の対
立を確認したうえで，1949年免許法が作成される前に
おける教職教養の位置づけを検討した．
　すでに文中で述べたが，本稿で明らかになったのは
次のことである．
（1）　1949年免許法の策定において，教職教養に関する
見解には，戦後直後，主に教刷委，CIEと文部省という
三者の間の対立がみられる．教職教養に対しては，教
刷委は回避的な態度をとっていたが，CIEにおける教職
教養観は，教育理論と実践性を強調したアメリカ教育
学であった．一方，文部省はCIEに寄っていたという評
価がなされていた．しかし，当時の実務を担当した文
部省の師範課課長である玖村の教職教養観は教育の技
術と実践を抜きにした学問のことであったため，教育
の実践性を強調していたCIEの教職教養観と異なって，
むしろ教刷委の一般教養重視の方向に近いと考えられ
る．
　こうした相異は，その後1971年に出版された『教員養
成』の中での海後の教員養成の機能論につながり（開放
制によるリベラルアーツ論），一方で CIEの実践性の立
場は横須賀の主張した教員養成の領域論（目的養成論）
につながり，その相克が教員養成に関する議論のたび
に続いてきたといえる． 
（2）　今日の免許法と1949年免許法は，同じく教職教養
重視という方向性がみられるものの，その内実は異なっ
ている．その差異は教職専門科目のカリキュラムに関
する大学の自主性・自由性の違いである．1949年免許法
での規定をみると，教職専門科目が必修となっている
一方で，その科目の半分以上は各大学の自主性・自由性
に委ねる形となっていた．
　このことは，後の免許の開放制を認定する制度であ
る課程認定の問題とも深く関わっている．以上のこと
は改めて別の機会で論じたい．

補論

　最初に， 上記の 2つはそれぞれが独立な問題ではな
い．そのことを踏まえた上で，それ以降の教師教育の
経緯も含めた考察と考察に基づく事例を述べる．この
事例は，はじめにで述べた牛渡の懸念に対する小さな
学部の独自の教師教育の試みである．

補論1　教員養成政策の展開と教職教養に関する課題
（1）　戦後の日本の教師教育は， 戦後直後の1949年の
免許法の制定に始まる．柳沢は，次に述べる1958年の
中央教育審議会の答申が現在までに至る方向性の起点

であるという指摘をしている27) ．その後，この答申を
受けた教員養成審議会を経て大学設置基準の改定に繋
がっていった．中央教育審議会の答申「教員養成の改善
方策について」（1958年  委員長：天野貞祐）は次のような
ものである28)． 

　　教員養成の基本的方針
　 　教員の養成は，国の定める基準によって大学にお
いて行うものとする． この基準に基づき必要に応じ
て国は教員養成を目的とする大学を設置し，または
公私立大学については認定する．
　　教員養成を目的する大学における養成
　　目的・性格
　 　教員養成の目的を明確にした教育が行われるとと
もに，教育に関する学問的研究および教員の現職教
育が行われる必要がある．
　　教育課程の基準
　 　教員養成の目的に即する教育課程，履修方法，学
生補導，卒業認定および教員組織，施設設備等につ
いての基準は国が定める．

　ここには，戦後の理念である「教員養成は大学で行う」
と同時に，「教員養成を目的とする」ことが明確にされ
ている．また，基準は国の基準によることを明記する
ことで開放制（「課程認定」制であること）を維持してい
ることがわかる． 
　教員免許状の認定に関しては，教員養成大学と開放
制の大学での違いによる方法が答申されていたが，教
育学会や大学等からの反対もあり，最初の形に落ち着
いたようだ．その意味では，開放制といえども目的養
成は免れないということの理由があるといえる． 
　柳沢は日本教育学会政策特別委員会の「教員養成制度
改革試案」（1957年 9月）の存在に触れ，その冒頭に「初
等・中等学校の教員は特別の，かつ高度の教養を必要と
する専門職である．従ってそれは教員養成を目的とし
た，大学の学部において養成さるべきである」と書かれ
ていることを指摘している．その上で，「この時期まで 
「開放制」が教育研究者の間で共有された「理念」として
存在をしていたのか」を再検討する必要があるとする見
解を述べ，この基盤となる枠組みそのものを問い直し
検討することの必要性を述べている27)．
　ただ，さまざまな理由から「教員養成の目的に即する
教育課程」に関して，内容に踏み込んだ国からの統制が
厳しくなれば，「機能論」と「領域論」とが再び呼び起こ
され，教員養成としての教育内容に関する踏み込んだ
議論が進まないという，これまでの繰り返しを続け，
戦後の免許状主義が内包する課題は先送りになる．  
　教師教育の現状を考えたとき，ガバナンスの観点か
らではあるが，「教職の専門性」を中心とした「教員育成
指標」等に関する浜田博文の議論は極めて示唆に富む．
浜田の主張「諸スタンダード制定のねらいは，第一義的
には『教職の専門性』を高度化し保証することにある．
それは現代の公教育にふさわしい『教職の専門性』の具
体的な内容の明確化・標準化，すなわち『正当性』の保証
を意図するものと言える．その意味で直ちに否定され
るものではない」は頷けるものがある．その一方で，こ
れらの施策の浸透がその教養機関である大学の教員を
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過度な監視のもとに置くのではないかという危惧を述
べ，「教職を高度の専門的職業だと理解するなら，専門
的自律性の確保は最重要点の一つである」29)と指摘して
いる．その点を受け止めるならば，「教職の専門性」を
踏まえた教員養成の自律的改革が求められているとも
言えるのではないだろうか． 
　すでに見たように教職教養の重要性は戦後の改革の
当時から認識されており，そのことを踏まえて，教員
養成に携わる側が明確な教師養成像を持ち，時代の変
化に応じた主体的な教師教育のデザインを構築してい
くことが急がれるのではないかと考える． 
　また，1949年当時において，教職教養の半分が大学
に任された背景には，戦前の国家統制の反省からくる
大学の主体性の尊重以外の理由はなかったのかという
点である． というのも，一般教養や教職教養について
の具体的な論議が十分になされなかったことの背景に
は，当時の大学における教育学分野やその研究者の充
足状況があったのではないのかと考えるからである．
今後， それらの点についての多面的な検討が必要なので
はないのだろうか． 

（2）　今日の教員養成制度における教職教養の抱える別
の問題点もある．それは学部と大学院の間の大きな違
いである．それにもかかわらず，教員養成カリキュラ
ムにおける教職教養の位置づけに関する検討はまだ学
部レベルにとどまっている．戦後直後に，大学におけ
る教職教養の育成は，学部 4年間で先に一般教養を修
得したうえで教職教養の養成を行うということになっ
ていた．今日，大学教育の状況は戦後直後と比べて大
きく変わっているにもかかわらず，一般教養と教職教
養の育成方法は根本的には戦後直後の学部における教
員養成と変わっていない．この現状に対して，教職教
養は大学院も含めた大学教育のどの段階でどのように
育まれるものなのか，現職教育も含めた大学院カリキュ
ラムにおける教職教養の位置づけについて，専修免許
状との関係で早急な検討が必要であると考える．

補論2　�教師教育の新たな取り組み�
－南九州大学人間発達学部の事例－

　ここでは，冒頭並びに補論1の（1）で述べたように，
これからの教員養成に関わって，時代の変化に応じた
主体的な教師教育のデザインを構築する取り組みの事
例として，南九州大学の人間発達学部の教職教養の観
点からの取り組みのいくつかを取り上げる（詳細は別の
機会に譲る）． 

1．その背景について
　人間発達学部の教員養成の制度設計は，元福井大学
の教育地域科学部長であった黒木哲徳が新学部設置準
備室長として主導したものである．同氏は，福井大学
の新しい教師教育改革（大学院改革）を参考にしたと述
べている30)． 補足的な聞き取りも行った．　
　特に，2002年の教師教育改革にあたっての福井大学
の学部教授会の見解（後述）が念頭にあったという．そ
の見解骨子は次の通りである31)．
　• 地域の教育改革を支え，教師の生涯にわたる力量

形成を支える機関であること

　• 一人一人の子どもたちを支え，子どもたちが主体
となる共同探求の学びを中心とする学校改革の筋
道を提起し，それを担う教師の力量形成を支えて
いくこと

　• 教職に関する地域の総合センターとして役割を担
うこと 

　それ以外には，学習理論の転換などを意識したとい
う．まず学習理論の転換について述べる32)．
　流動的な社会の到来の21世紀を前に 「知識の伝達」か
ら「社会への参加」へという学習の捉え方の転換が起き
てくる．これは，学習・発達理論の分野において，それ
までの行動科学の理論への批判が起こり，デューイや
ヴイゴツキが再評価されて，学習を個人主義的な獲得
の内化として捉えるのではなく，文化的・社会的実践へ
の参加として捉えるという考え方へと変わったのであ
る．つまり，学習とは 「実践のコミュニティ」への参加
と熟達の発達であるという捉え方である． 
　以下は，柳沢の論文に基づいて福井大学の教師教育
の改革について述べる27)．福井大学はいち早く学びの改
革と教師教育の新たなデザインに取り組んだ．　
　福井大学教育地域科学部は，2000年 9月に 「地域の教
育改革を支える教員養成系学部・大学院における教師教
育のあり方」31)と題する教授会見解を出している（引き
続いて，2002年 3月には「21世紀における日本の教師改
革のデザイン」という見解を出した）．2000年 9月の見
解の一部を再録すると，
　「21世紀には，より質の高い学習の機会を生涯にわ
たってすべての人に保障する社会の実現が求められて
いる．学校教育の改革と開かれた高等教育の実現はそ
のための不可欠の条件であり，大学における教師教育
改革は両者をつなぐ重要な環をなしている．（中略）こ
の教育改革の実現のためには，学校・行政・地域・大学が
手を携え，共同で探求し実践していくことが不可欠と
なる．教育系学部・大学院は，地域における学校改革の
ための取り組みに参画し，教師の実践的な力量形成を
支え，そのネットワークの拠点としての役割を果たし
ていくことが求められる．（以下省略）」
　これらを実現するために「学校現場に大学院を！」と
いうキャッチフレーズで， 大学院の新しいコース「学
校改革実践コース」が設置された．これは，ドナルド・
ショーンの理論「省察的実践」33)や1990年代に起こっ
たアメリカの教師教育改革モデルのPDS（Professional 
Development School）（注5）を参考にしている． 
　ここでの大学院生は現場の先生であり，学校の抱え
ている問題を中心に据えた事例研究を扱うこととし
て，大学の研究者が大学院生のいる学校現場に出かけ
ていくという方式をとり，院生以外の先生も参加し
て協働での研究を行うという新しい形の大学院であっ
た．これは後に教職大学院へと発展する．毎年，福井
大学の教職大学院で展開されている「実践し省察するコ
ミュニティ」はドナルド・ショーンの理論に基づいてい
る． 

2．�地域の小学校・幼稚園と連携した往還の学び�
－実践のコミュニティへの参加－

　南九州大学の新しい教員養成系学部を設置するにあ
たって，実験校としての附属学校を持たない教員養成
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の仕組みを構築するために構想されたのが，福井大学
での「学校現場を大学院に」という学校拠点の教師教育
のモデルであるという．大学と日常的につながる準附
属的な位置づけの小学校 6校と幼稚園 4校を大学近隣
に確保し，都城市教育委員会・三股町教育委員会並びに
幼稚園経営母体と協定書を締結することで，これらの
学校・園と緊密な連携のもとでの実践の現場と大学とが
協働して教員養成にあたるという枠組みであり，これ
らを連携学校園と呼び，これらの方式を連携学校園方
式という．これは「連携学校園方式による往還と協働の
学び」と称しているが，レイブやウエンガの「実践のコ
ミュニティ」への参加の度合いと熟達が学習であるとい
う理論32)を援用している．
　〈 連携学校園方式の運営と組織 〉
　この方式を機能させるために，学部の中に「子どもの
学び研究所」を設置している．国立大学の教員養成系
学部に置かれている教育実践指導センター（名称は大学
よって異なる）がイメージだったという．しかし，小さ
な学部なので学部の 1室を確保し，学部長直轄とした．
ここを現場との繋ぎのできる拠点とし，教員養成のエ
ンジン部分とし，連携学校園から研究員を毎年 1名ず
つ選んでいただき，学長発令とし，月 1回の研究会を
開催し，研究員と学部教員との共同協議や学生指導を
担当してもらう．このことは，学生はもとより学部教
員も学校現場の課題に触れるとともに学生への指導の
場ともなる. これはDeveloping  Working  Researchという
活動理論34)による実践と理論の融合と発達を再概念化
していく方法に基づくものである．  
　もちろん，教育実習は都城市内と隣の三股町全域の
学校や園を対象に行っており，別途教育実習のための
協議会が設置されている．

3．教育実習を通した実践的力量の形成
　実習は，教員を専門職として考える場合に極めて重
要である．設置にあたっては， 地元の全域の学校で実習
ができるように都城市教育委員会並びに三股町教育委
員会と協定を結んである．  
　そこで， 3年生での教育実習を効果的にやるために
学校現場との対応を次のようにしている．もちろん，
これに入る前に 2年生での観察実習がある．
（1）　実習校の校長を集めて実習の説明会を行う．
（2）�　各学校の担当責任者1名を集めて実務者協議を行

う． 
（3）�　本実習は 3年生で11月の 3週間（11月は学校から

の要望）． 2年次の終わりに実習校の割り振りを学
生に通知（ 1校 2名程度）．

（4）�　 3年生になった 4月に，各自で学校と連絡を取
り，学生自らが学校側担当者と打ち合わせのため学
校を訪問する．

（5）�　各学校で実習を行うクラスを指定し，11月のおよ
その研究授業の単元を指定．

（6）�　 5月から実習が始まる11月までは，少なくとも月
1回は学校に出向いて，指定されたクラスの担当に
指導を受け，担任の指示でそのクラス学級での手伝
いをする． 

（7）�　それ以外に要請に応じて，学校行事（運動会等）も
手伝う．

　〈 この方式の特徴とメリット 〉
（1）　事前に実習校と学級を指定し，学年の始まりから
当該学校に通うことで，11月の本実習期には学生と担
任と児童との関係が出来ているので，スムーズに実質
的な実習に取り組めて，教育現場にとってもメリット
があり，各学校からはこのような実習であれば大歓迎
だと評価されている．もちろん，教育現場に丸投げに
ならないように，大学側では指導案作成の指導や模擬
授業等の事前指導を十分に行う．
（2）　教育実習終了後も学校からの要請があれば，学級
の手伝いに行く．ほぼ 1年間同じ学校に通うことにな
る．その意味では文科省の推奨する学校インターンシッ
プにもなっている．
（3）　学校現場の先生方にとっては，自分たちの後進を
育てるという意識が芽生えてくるようである．

4．都城市教育研究所との連携
　現職教員の資質向上のために，教育委員会附設であ
る「都城市教育研究所」（以後， 教育研究所と略称）と連携
しながら，アドバイザーとして第一著者がかかわって
いる．「都城市教育研究所」は，現職教員10名の研究員
からなり，国語と算数とICT活用の研究会が毎月開催さ
れる．この研究会には，希望の学生の参加を認めてい
る．また， 教育研究所の事業として，毎年夏に「授業力
向上セミナー」を開催しており，市の小中学校合わせて
約1000人の教員の半数が隔年ごとに受講している．こ
のセミナーにも学生が自由参加できるようになってい
る．また，教育研究所独自の研究授業にも学生が参加
できる．
　これは文科省の教員養成指標でいう “養成段階から継
続した現職の教員の資質向上”に対応する地域の小さな
学部と教育委員会との協働による試行でもある．大学
からのアドバイザー派遣をコアとしながら，将来的に
は地域の学校・教育委員会・教員養成系学部との連携し
た教員養成から現職教員の研修までの包括的なシステ
ムの構築を目指すものである．現在，教育研究所との
連携に関するプロジェクト研究が始まったばかりであ
る．  

おわりに

　2015年の中央教育審議会の答申を受けての「教員育成
指標」の作成並びに2016年度の教育職員免許法の改正に
伴う課程認定における教職教養における「教職課程コア
カリキュラム」への対応を巡ってはさまざまな懸念や危
惧が述べられている．その根幹にあるのは教員養成の
開放制を原則として捉える戦後の教師教育の考え方に
基づくものである．この枠組みを前提とすればその多
くはもっともな議論である．しかし，教職専門性の形
成への深まりの重要性が問われている今日，そのよう
な枠組みそのものを問い返し，その原則を踏まえつつ
も再構築していくことが求められているのではないだ
ろうか．そのためにも教職教養の位置づけが重要とな
る．そのこと考えるために，1949年教育職員免許法制
定の当時の議論を振り返り，当時の内実から教職教養
の位置づけとその問題点を明らかにし，今後の教職専
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門性形成のための新たな教師教育の改革に資するため
の考察を行い，その一つの事例として福井大学の教師
教育の改革をモデルとした南九州大学人間発達学部の
教師教育の事例について述べた．
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註記

（註1）�　戦後日本の教員養成制度の「開放制」原則の成立
経緯に関する代表的な研究成果に，海後宗臣編著
『教員養成』（1971）がある．同書は「“開放制”の立
場に立つ代表的な研究成果」10)と評されている．

（註2）�　ここでの「師範タイプ」とは，視野が狭い，国家
権力に従順で統制されやすい，学力が低い，鬱屈
しているというようにさまざまな意味で用いられ
てきたことを意味する12)．すなわち，戦前の国家
主義のもとで形成されていた旧師範教育への批判
である．

（註3）�　高坂正顕は「アカデミズムというのは，日本で
いえばたとえば国語とか数学とか物理とかの専門
をしっかり身につけておけば，それで立派な先生
になる基礎ができるのだという考え」13)という．そ
れに対して，「プロフェッショナリズムの方は，
立派な教師になるためには，教育学・教授法の知
識をもつことが不可欠の前提だという考えであ
る」13)と述べている．このように，両者はそれぞ
れ教員養成の中核をなすべきだということが主張
されたゆえに，その対立が激化した．

（註4）�　アメリカにおいて，教師養成機関の主流となる
ものはマサチューセッツを先駆とする州立師範学
校であり，19世紀後半になると州立師範カレッジ
に昇格し，20世紀に入ってティーチャーズカレッ
ジへと発展した．

（註5）�　主として1990年代になってからアメリカで進め
られている教育改革の1つ．大学と地域の小学校・
中学校・高等学校が提携・共同して，学校改革・授
業改革のための研究と実践を進め，その営みを通
して教師の新しい力量形成と場となることを目指
す学校のこと．


